部局長とＰＴの議論資料　
【事務事業、出資法人、　公の施設】
	項目名
	（財）大阪府保健医療財団、健康科学センター

	部局の考え方


	P
T
案
	１　大阪府保健医療財団については平成20年度廃止

中河内救命救急センターの管理運営は、病院機構等へ移管
２　健康科学センターについては、平成20年度廃止（公の施設廃止）

	
	
	20年度通年予算見込み額：　2628百万円

21年度効果見込み額：　　　 800百万円

	
	１（財）大阪府保健医療財団について

【方針】

○　中河内救命救急センターの機能維持のため、他に移管先が無ければ（財）大阪府保健医療財団は引き続き存続させる。
【理由】

○病院機構は、救命救急センターの受け皿になり得ない。
　・病院機構へ移管しても、センターの運営経費の縮減困難
　・病院機構の組織性格、運営状況から当面の間、センター移管は不可能

○地元市、民間医療法人へ移管できる可能性も極めて低い。
２　健康科学センターについて
【方針】

○　府民の生活習慣病の発症予防等のため、同センターの研究開発機能、

　指導的役割は必要。

○　健康づくり技法の開発や効果的な予防施策の樹立のために必要不可欠な健康度測定については、対象を精査した上で継続する。

○　フィットネス機能については、他のフィットネス施設とのタイアップといった工夫を検討し、廃止。

○　情報発信については、インターネット等ＩＴの活用を一層進めることとし、１階の展示施設は廃止。
【理由】

· 府民の健康づくり・疾病予防を支援する研究開発機能は、公的責任として、府しか担えないため。

〔課題〕本施設は、自治省リーディングプロジェクトに認定され地域総合整備事業債の適用を受けていることから、健康づくりの拠点機能が廃止されると、起債残高58億7千万円の繰上げ一括償還が必要となる。

	参考データ等
	考え方の詳細は別紙
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